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1.  平成23年2月期の連結業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 42,159 7.5 1,029 36.4 1,131 43.3 577 47.8
22年2月期 39,229 4.6 754 34.8 789 17.2 390 0.6

（注）包括利益 23年2月期 ―百万円 （―％） 22年2月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年2月期 20,234.59 ― 9.3 6.5 2.4
22年2月期 13,692.56 ― 6.7 4.6 1.9

（参考） 持分法投資損益 23年2月期  ―百万円 22年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 17,847 6,434 36.1 225,502.19
22年2月期 17,081 5,951 34.8 208,567.08

（参考） 自己資本   23年2月期  6,434百万円 22年2月期  5,951百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年2月期 743 △925 △142 705
22年2月期 1,612 △403 △1,003 1,030

2.  配当の状況 

(注)平成24年２月期の配当予想額につきましては、平成23年３月11日に発生した「東日本大震災」による被害が、業績に及ぼす影響について算定中であり、業
績予想が可能となりました段階で速やかに公表させていただきます。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年2月期 ― 0.00 ― 3,300.00 3,300.00 94 24.1 1.6
23年2月期 ― 0.00 ― 3,300.00 3,300.00 94 16.3 1.5
24年2月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年2月期の連結業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

(注)連結業績予想につきましては、平成23年３月11日に発生した「東日本大震災」による被害が、当社グループの財政状態及び経営成績に及ぼす影響につい
て現在算定中であります。今後予想が可能となりました段階で速やかに公表させていただきます。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―
通期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、38ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 無
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期 30,012 株 22年2月期 30,012 株
② 期末自己株式数 23年2月期 1,478 株 22年2月期 1,478 株
③ 期中平均株式数 23年2月期 28,534 株 22年2月期 28,534 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年2月期の個別業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 42,159 7.5 934 37.2 1,089 45.1 554 50.2
22年2月期 39,229 4.6 681 18.0 750 17.7 369 0.0

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

23年2月期 19,442.72 ―
22年2月期 12,946.20 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 17,773 6,316 35.5 221,381.29
22年2月期 17,077 5,856 34.3 205,238.04

（参考） 自己資本 23年2月期  6,316百万円 22年2月期  5,856百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外でありますが、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手
続は終了しております。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
連結業績予想につきましては、平成23年３月11日に発生した「東日本大震災」による被害が、当社グループの財政状態及び経営成績に及ぼす影響について現
在算定中であります。今後予想が可能となりました段階で速やかに公表させていただきます。 
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１．経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の概況 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府による経済対策効果が一部には見受けられたもの

の、長引くデフレの影響や為替市場の動向等、景気の下押しリスクが依然として存在し、雇用・所

得環境は引き続き厳しい状況で推移いたしました。また、消費者の低価格志向が続き、企業間にお

ける価格競争が熾烈化するなど非常に厳しい経営環境が続いております。 

このような状況のなか、当社グループといたしましては、28店舗の既存店を改装するとともに、

岩手県に３店舗、青森県に１店舗、宮城県に２店舗、山形県に２店舗を新規出店し、岩手県でドラ

ッグストア１店舗を退店しております。その結果、期末の店舗数はドラッグストア128店舗（うち

調剤併設型５店舗）、バラエティストア１店舗の計129店舗となりました。 

当連結会計年度において昨年度流行した新型インフルエンザ関連需要の反動減の影響もありまし

たが、販促施策の効果に加えて、夏場の猛暑の影響等により季節商材が好調に推移いたしました。

なお、一部の店舗の建物及び構築物等について減損を行い、特別損失として減損損失4千2百万円を

計上しております。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は421億5千9百万円（前年同期比7.5％増）、経常利益は11

億3千1百万円（前年同期比43.3％増）、当期純利益は5億7千7百万円（前年同期比47.8％増）とな

りました。 

イ．ヘルスケア部門 

新型インフルエンザによる関連商品の反動減で衛生用品や予防関連商品の売上高が減少しまし

たが、夏場の猛暑による季節商材や介護関連商品が好調に推移いたしました。調剤については、

後発医薬品への移行等で低調に推移しております。その結果、売上高は前年同期比2.1％増加し

124億7千9百万円となりました。 

ロ．ビューティケア部門 

化粧品は、基礎化粧品、男性化粧品が好調に推移し、トイレタリーでは、ヘアケア、オーラル

ケア、エチケット商品が好調に推移いたしました。その結果、売上高は前年同期比7.5％増加し

86億9千4百万円となりました。 

ハ．ホームケア部門 

日用品では、洗剤、芳香剤、台所用品が好調に推移いたしました。衣料品では、肌着類、寝装

インテリア商品が好調に推移いたしました。その結果、売上高は前年同期比10.5％増加し49億7

千9百万円となりました。 

ニ．コンビニエンスケア部門 

食品では、飲料、菓子、加工食品、洋日配が好調に推移いたしました。酒類は、発泡酒、ビー

ル、焼酎類が好調に推移し、バラエティ部門においては、殺虫剤、ペット関連商品が好調に推移

いたしました。その結果、売上高は前年同期比11.1％増加し160億5百万円となりました。 
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②次期の見通し 

平成23年３月11日に発生した東日本大震災により、当社グループの店舗の一部が損壊するなどの

被害を受けました。被害を受けた店舗の主な資産は、建物及び構築物、工具器具及び備品等の有形

固定資産並びに商品等のたな卸資産です。当地震による被害が翌連結会計年度（事業年度）の財政

状態及び経営成績に及ぼす影響について現在算定中であります。平成24年２月期の業績予想につき

ましては、今後予想が可能となりました段階で速やかに公表させていただく予定です。 

 

(2) 財政状態に関する分析 

①貸借対照表の状況 

当連結会計年度末の流動資産は、80億2千6百万円（前連結会計年度末75億3千7百万円）となり、

4億8千9百万円の増加となりました。主な増減要因といたしましては、新規出店に伴う商品在庫の

増加により商品が7億1千3百万円増加したことや有形固定資産の取得に伴い現金及び預金が3億2千5

百万円減少したことがあげられます。 

固定資産は、98億2千1百万円（前連結会計年度末95億4千4百万円）となり、2億7千6百万円の増

加となりました。主な増加要因といたしましては、店舗の新設等により有形固定資産が9千3百万円

増加したことや敷金及び保証金等投資その他の資産が1億5千3百万円増加したことがあげられます。 

流動負債は、85億9千8百万円（前連結会計年度末78億7千5百万円）となり、7億2千2百万円の増

加となりました。主な増加要因といたしましては、短期借入金が4億円増加したことや仕入高の増

加に伴い買掛金が2億5千万円増加したことがあげられます。 

固定負債は、28億1千4百万円（前連結会計年度末32億5千4百万円）となり、4億3千9百万円の減

少となりました。主な減少要因といたしましては、長期借入金が4億6千4百万円減少したことがあ

げられます。 

純資産合計は、64億3千4百万円（前連結会計年度末59億5千1百万円）となり、4億8千3百万円の

増加となりました。主な増加要因といたしましては、利益剰余金が4億8千3百万円増加したことが

あげられます。 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金

の増加が7億4千3百万円、投資活動による資金の減少が9億2千5百万円、財務活動による資金の減少

が1億4千2百万円となり、前連結会計年度末に比べ3億2千5百万円減少し、当連結会計年度末には7

億5百万円となりました。連結会計年度における各キャッシュ・フローとそれらの要因は、次のと

おりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の営業活動の結果得られた資金は、7億4千3百万円（前年同期比53.9％減）とな

りました。これは、税金等調整前当期純利益が10億6千3百万円となったこと、減価償却費の計上が6

億1千2百万円となったこと、たな卸資産の増加が7億1千4百万円となったこと等によるものでありま

す。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の投資活動の結果使用した資金は、9億2千5百万円（前年同期比129.2％増）とな

りました。これは、主に新規出店に伴う有形固定資産の取得による支出が6億3百万円あったことや

敷金及び保証金の差入れによる支出が2億7千1百万円あったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の財務活動の結果使用した資金は、1億4千2百万円（前年同期比85.8％減）とな

りました。これは、長期借入れによる収入が14億円、短期借入金の純増額が4億円あったものの、長

期借入金の返済による支出が18億8百万円あったこと等によるものであります。 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成19年２月期 平成20年２月期 平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期

自己資本比率（％） 37.5 33.5 32.7 34.8 36.1 

時価ベースの自己資本比率（％） 50.1 16.0 8.4 13.0 15.0 

キャッシュ・フロー対有利子 

負債比率（年） 
11.4 8.8 7.3 3.2 7.0 

インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ（倍） 
9.0 10.4 10.6 21.3 11.4 

※自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

（注）①各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

②株式時価総額は、期末株価終値×自己株式を除く期末発行済株式数により算出しております。 

③営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているす

べての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息

の支払額を使用しております。 

 

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開の促進及び経営基盤の強化のため内部留保を

確保しつつ、安定した配当を継続して実施することを基本方針としております。内部留保資金につ

きましては、店舗の新設及び既存店の改装に伴う設備投資資金として充当する方針であります。当

期の配当金につきましては１株当たり年間配当金3,300円を予定しております。 

なお、平成24年２月期の配当につきましては、東日本大震災による被害が翌事業年度の業績に及

ぼす影響について算定中であり、業績予想が可能となりました段階で速やかに公表させていただき

ます。 
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(4) 事業等のリスク 

①業界特有の法的規制について 

イ．「薬事法」等による規制 

Ａ．当社グループは、「薬事法」上の医薬品等を販売するにあたり各都道府県の許可、届出を

必要とされており、その他毒物劇物、農薬等の販売についてもそれぞれの関係法令に基づ

く指定、届出及び登録を必要とされております。 

Ｂ．医薬品販売業許可は「薬事法」第25条において、店舗販売業、配置販売業、卸売販売業の

３つの許可に分類されております。当社グループは店舗販売業許可を得て、事業を展開し

ており、薬事法に定める医薬品の保管及び取り扱い等の遵守、購入者に対する医薬品の適

正な使用のための情報提供等が求められております。また、許認可等の交付者である各都

道府県又は所轄保健所によりこれらの遵守状況についての指導・監督を受けております。 

Ｃ．医薬品の販売については、平成11年３月31日より「ビタミン含有保健剤」等の一部につい

ては、スーパーマーケット、コンビニエンスストア等の一般小売店での販売が始まってお

ります。また、平成16年７月30日より整腸薬等の371品目が医薬部外品として指定され、

一般小売店での販売が可能となりました。 

Ｄ．「薬事法の一部を改正する法律」が平成21年６月に施行されたことに伴い、従来の一般販

売業及び薬種商販売業は店舗販売業となり、新たに登録販売者制度が導入されました。当

社は店舗販売業の許可を受け、一般医薬品の販売を行っておりますが、一般用医薬品につ

いては第一類医薬品、第二類医薬品、第三類医薬品の３つに分類され、「登録販売者」資

格を有する者がいれば、第一類医薬品を除く一般用医薬品の販売が可能となりました。今

後、需要の大きな医薬品の販売規制が緩和された場合には、他業種等の参入が容易となり、

競争が激化し当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

ロ．米穀販売に関する規制 

米穀販売をするにあたり、「主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律」による届出を必要

とされます。 

ハ．酒類販売に関する規制 

酒類販売をするにあたり、「酒税法」による許可を必要とされます。 

ニ．たばこ販売に関する規制 

たばこ販売をするにあたり、「たばこ事業法」による許可を必要とされます。 

ホ．新規出店及び既存店舗増床に関する規制 

平成12年６月１日施行の「大規模小売店舗立地法」（以下、「大店立地法」という。）では、

店舗面積が1,000㎡超の店舗を対象に、政令指定都市の市長又は都道府県知事への届出を義務付

けており、地域住民等への十分な説明、交通渋滞、駐車場、騒音、廃棄物施設、荷捌き施設のス

ペース等、出店地域における生活環境に関する項目を審査対象としております。このため、新規

出店及び既存店舗の増床等において、「大店立地法」又は各自治体の規制を受ける可能性があり、

この場合、当社の出店政策に影響を与える可能性があります。 
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②当社と子会社の有限会社薬王堂販売について 

当社グループにおける医薬品販売は、店舗販売業許可に基づいて行っております。当社は子会社

有限会社薬王堂販売と販売委託契約を締結し、医薬品販売業務を同社に委託しており、同社店舗に

おける売上は当社の売上高として計上しております。 

イ．子会社の有限会社薬王堂販売について 

当社は、改正薬事法施行までは一般販売業許可に基づく店舗展開を行っており、薬事法上、各

店舗に薬剤師の配置が義務づけられておりました。しかし、当社グループの営業地域である東北

地区には薬学部を設置する大学が少なく、薬剤師の確保が店舗展開のスピードに追いつかない状

況にあります。こうした事情のもと、薬剤師不足への対応策として薬種商販売業許可による店舗

展開を行うため、有限会社薬王堂販売を設立いたしました。なお、平成21年６月に「薬事法の一

部を改正する法律」が施行されたことに伴い、一般販売業の許可並びに薬種商販売業の許可が店

舗販売業の許可に改められたことにより、施行後は有限会社薬王堂販売は店舗販売業許可による

第二類医薬品、第三類医薬品を取り扱っております。 

ロ．当社と有限会社薬王堂販売との取引について 

当社と有限会社薬王堂販売との取引は販売委託契約に基づいており、同社の取締役には当社の

取締役及び当社から出向している薬種商適格者が就任しているほか、従業員もすべて当社から出

向しております。また、同社の店舗は当社から賃貸を受けており、販売費用、光熱費は当社が負

担しております。当社は同社に対して販売手数料を支払っておりますが、この販売手数料は同社

の売上高として計上しております。また、同社は不動産賃貸料のほか、決算業務等の委託に伴う

事務委託料を当社に支払っております。 

③出店政策について 

当社及び子会社の有限会社薬王堂販売は、平成23年２月28日現在、東北５県（岩手県・宮城県・

青森県・秋田県・山形県）においてドラッグストア128店舗(うち調剤併設型５店舗)、バラエティ

ストア１店舗を運営しております。 

最近の当社の業容及び収益拡大には店舗数の増加が大きく寄与しております。今後も店舗数の増

加を図っていく方針でありますが、既述の法的規制や競合店の出店、経済情勢の変動等さまざまな

偶発的要因により計画どおりの出店ができない場合には、当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。 

④資格者の確保について 

平成21年６月の改正薬事法施行により、薬剤師及び登録販売者の確保が重要となり、登録販売者

については積極的に社内育成を行っております。しかしながら、これら資格者の確保が計画どおり

にできない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑤個人情報について 

当社グループは、個人情報取扱事業者として店舗及び調剤業務で取り扱う顧客情報を保有してお

り、また、従業員に関する社内情報等の個人情報を保有しております。当社グループといたしまし

ては、業務上これらの情報を閲覧又は保持する必要性があるため、顧客情報の取り扱いに関する規

程を整備し、従業員の情報管理教育を徹底することにより、情報漏洩を未然に防ぐ措置を講じてお

ります。しかしながら、このような対策にもかかわらず、万一当社グループからの情報漏洩が発生

した場合、当社グループに対する信頼の失墜や損害賠償請求により、当社グループの財政状態及び

業績に影響を与える可能性があります。また、将来的に顧客情報保護体制の整備のためのコストが

増加する可能性があります。 

⑥災害等に関するリスク 

当社グループの出店エリアにおきまして、大地震や台風等の災害等が発生した場合には、店舗施

設等に損害が発生する可能性があります。また、災害等により販売活動や流通経路等に支障が生じ

る場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

最近の有価証券報告書（平成22年５月26日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関

係会社の状況」から変更がないため、開示を省略します。 
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３．経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、「地域の皆様の健康で豊かな生活を創造、追及すること」を使命とし、従来のドラッグ

ストアの業態に固執することなく、地域のお客様にショッピングの利便性をお届けするための店づ

くりを目指し、医薬品、化粧品だけではなく食料品や衣料品、日用品などの生活必需品の品揃えを

充実したバラエティ型ドラッグストアを展開しております。 

経営理念 

① お客様に喜んで戴ける店を作ろう 

② 適正な収益を確保しよう 

③ 社員の生活を向上させよう 

④ 会社の永続的繁栄に努力しよう 

⑤ 我々は力をつけて世の中に奉仕し人間性の向上に努めよう 

 

(2) 目標とする経営指標 

成長戦略は当然のことながら、ローコスト経営を確立し、安定的な高い収益モデルを実現してま

いります。重視する経営指標といたしましては、総資本純利益率（ROA）、株主資本純利益率

（ROE）、総資本経常利益率（ROI）、売上高経常利益率があり、これらの数値を現在の水準以上に

高めていきながら企業価値の向上を図ってまいります。 

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

①出店戦略 

東北地域の皆様の健康で豊かな生活を創造、追及する使命を実現するために売場面積300坪を標準

にスーパードラッグストアを、商圏人口10,000人前後の狭商圏から20,000人前後の小商圏に１店舗

を基準とし、ドミナント展開して、ショートタイムショッピングと顧客満足を実現してまいります。 

②商品戦略 

健康と美容、そして生活に関わる身近な商品を良品廉価で提供するために、プライベートブラン

ド商品の開発やメーカー・ベンダーとのコラボレーションを強化してまいります。 

③販売戦略 

お客様が商品を自由に選べるセルフサービスを基本とし、ライトカウンセリングによるフレンド

リーな接客応対を目指してまいります。また、ハイ＆ローのチラシ特売は極小に抑え、

E.S.L.P(Everyday Same Low Price)を実現し、いつでも、誰でも、公平に、お買い得価格で商品の

提供を実現してまいります。 

④人事戦略 

新卒の定期、安定採用と計画的な中途社員の採用によりバランスの取れた組織体制を実現すると

ともに、成果主義の徹底により社員の競争意識を醸成し、モチベーションの向上に努めてまいりま

す。 
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⑤情報・物流戦略 

店舗網の拡大に伴い、情報量や物量も飛躍的に増大しております。情報面では、お取引先様と商

品マスターや販促企画の共有化や仕入先との債権・債務の自動照合化を積極的に進めております。

また、出店エリアの拡大や在庫型商品の増加に伴い物流センターの大型化と機能強化を図ってまい

ります。 

⑥財務戦略 

将来必要な設備投資資金の円滑な調達と経営の「選択と集中」により資金効率を最大限に高めて

いくとともに、ローコストオペレーションの構築により、株主への利益還元と財務体質の一層の強

化を図ってまいります。 

 

(4) 会社の対処すべき課題 

ドラッグストア業界は、改正薬事法により異業種からの参入など、ますます出店競争や価格競争

が激化し、経営環境は一段と厳しさを増すものと思われます。 

このような状況の下、当社は経営理念であります「お客様に喜んで戴ける店づくり」を忠実に実

践すること、出店戦略の基本としておりますドミナント出店の継続推進及びE.S.L.P政策の強化によ

り、収益力の向上と集客力のアップを図ってまいります。 

また、法令・社会規範・社会通念・倫理あるいは社内規程などの観点から内部牽制が組織全体に

わたって機能しているかに重点をおき、適正かつ迅速な意思決定のもと経営チェックの機能を強化

してまいります。 

なお、平成23年３月11日に発生した「東日本大震災」により被災した岩手、宮城沿岸地域の早期

復興にお役立ちできるよう、店舗の再開及び既存店舗の強化に全社一丸となり努めてまいります。 
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,032,047 706,900

売掛金 97,226 112,465

商品 5,832,178 6,546,047

貯蔵品 6,695 7,279

繰延税金資産 133,476 159,559

その他 435,653 494,287

貸倒引当金 △150 △150

流動資産合計 7,537,127 8,026,389

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※１  8,001,872 ※１  8,346,363

減価償却累計額 △2,968,090 △3,437,297

建物及び構築物（純額） 5,033,781 4,909,065

機械及び装置 － 7,982

減価償却累計額 － △894

機械及び装置（純額） － 7,087

工具、器具及び備品 182,281 423,014

減価償却累計額 △136,735 △208,576

工具、器具及び備品（純額） 45,545 214,437

土地 ※１  725,894 ※１  720,680

リース資産 105,286 178,485

減価償却累計額 △8,768 △33,687

リース資産（純額） 96,517 144,797

建設仮勘定 556 －

有形固定資産合計 5,902,294 5,996,069

無形固定資産 69,611 99,184

投資その他の資産   

投資有価証券 8,735 7,917

敷金及び保証金 2,737,288 2,817,022

繰延税金資産 322,473 359,199

その他 539,949 541,717

貸倒引当金 △35,837 －

投資その他の資産合計 3,572,608 3,725,856

固定資産合計 9,544,514 9,821,110

資産合計 17,081,642 17,847,500
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(平成23年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,344,179 4,594,585

短期借入金 600,000 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１  1,610,320 ※１  1,666,380

リース債務 20,600 34,796

未払金 601,802 616,302

未払法人税等 258,000 319,000

賞与引当金 241,977 259,783

店舗閉鎖損失引当金 － 10,000

ポイント引当金 14,595 17,716

その他 184,216 79,534

流動負債合計 7,875,692 8,598,098

固定負債   

長期借入金 ※１  2,848,780 ※１  2,384,134

リース債務 86,077 122,493

退職給付引当金 65,789 76,074

その他 254,049 232,219

固定負債合計 3,254,696 2,814,922

負債合計 11,130,389 11,413,020

純資産の部   

株主資本   

資本金 799,300 799,300

資本剰余金 840,728 840,728

利益剰余金 4,390,246 4,873,458

自己株式 △78,687 △78,687

株主資本合計 5,951,587 6,434,799

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △334 △319

評価・換算差額等合計 △334 △319

純資産合計 5,951,253 6,434,479

負債純資産合計 17,081,642 17,847,500
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 39,229,020 42,159,396

売上原価 29,842,692 32,001,589

売上総利益 9,386,327 10,157,807

販売費及び一般管理費 ※1  8,631,881 ※1  9,128,793

営業利益 754,446 1,029,013

営業外収益   

受取利息 31,125 32,995

受取配当金 164 164

受取事務手数料 55,169 59,475

固定資産受贈益 19,528 20,202

受取手数料 28,225 29,423

その他 15,350 28,262

営業外収益合計 149,564 170,523

営業外費用   

支払利息 76,127 65,734

貸倒引当金繰入額 35,837 －

その他 2,262 2,394

営業外費用合計 114,227 68,129

経常利益 789,782 1,131,408

特別損失   

固定資産売却損 － ※2  4,002

固定資産除却損 ※3  2,207 ※3  758

減損損失 ※4  81,025 ※4  42,294

賃貸借契約解約損 － 10,000

投資有価証券評価損 － 842

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 10,000

特別損失合計 83,232 67,898

税金等調整前当期純利益 706,550 1,063,510

法人税、住民税及び事業税 401,826 548,955

法人税等調整額 △85,979 △62,819

法人税等合計 315,846 486,136

当期純利益 390,703 577,373
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 799,300 799,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 799,300 799,300

資本剰余金   

前期末残高 840,728 840,728

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 840,728 840,728

利益剰余金   

前期末残高 4,093,705 4,390,246

当期変動額   

剰余金の配当 △94,162 △94,162

当期純利益 390,703 577,373

当期変動額合計 296,541 483,211

当期末残高 4,390,246 4,873,458

自己株式   

前期末残高 △78,687 △78,687

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △78,687 △78,687

株主資本合計   

前期末残高 5,655,046 5,951,587

当期変動額   

剰余金の配当 △94,162 △94,162

当期純利益 390,703 577,373

当期変動額合計 296,541 483,211

当期末残高 5,951,587 6,434,799

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 121 △334

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △455 14

当期変動額合計 △455 14

当期末残高 △334 △319

評価・換算差額等合計   

前期末残高 121 △334

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △455 14

当期変動額合計 △455 14

当期末残高 △334 △319

純資産合計   

前期末残高 5,655,167 5,951,253

当期変動額   

剰余金の配当 △94,162 △94,162

当期純利益 390,703 577,373

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △455 14

当期変動額合計 296,085 483,226

当期末残高 5,951,253 6,434,479
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 706,550 1,063,510

減価償却費 557,803 612,027

減損損失 81,025 42,294

貸倒引当金の増減額（△は減少） 35,837 △35,837

賞与引当金の増減額（△は減少） 13,323 17,805

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 10,000

ポイント引当金の増減額（△は減少） 609 3,121

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,681 10,285

受取利息及び受取配当金 △31,290 △33,160

支払利息 76,127 65,734

固定資産受贈益 △19,528 △20,202

固定資産除売却損益（△は益） 2,207 4,760

賃貸借契約解約損 － 10,000

売上債権の増減額（△は増加） △16,296 △15,239

たな卸資産の増減額（△は増加） 297,452 △714,451

未収入金の増減額（△は増加） △157 △38,316

仕入債務の増減額（△は減少） 53,542 250,406

未払金の増減額（△は減少） 1,163 △2,633

未払消費税等の増減額（△は減少） 22,666 △112,602

その他 162,152 175,393

小計 1,951,870 1,292,895

利息及び配当金の受取額 734 431

利息の支払額 △75,590 △65,004

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △264,893 △485,054

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,612,121 743,268

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △6,000 △6,000

定期預金の払戻による収入 6,000 6,000

有形固定資産の取得による支出 △72,574 △603,622

敷金及び保証金の差入による支出 △310,202 △271,354

その他 △21,170 △50,720

投資活動によるキャッシュ・フロー △403,948 △925,698

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000 400,000

長期借入れによる収入 1,000,000 1,400,000

長期借入金の返済による支出 △1,686,810 △1,808,586

リース債務の返済による支出 △8,957 △26,394

配当金の支払額 △94,242 △94,295

その他 △13,440 △13,440

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,003,449 △142,716

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 204,723 △325,146

現金及び現金同等物の期首残高 825,823 1,030,547

現金及び現金同等物の期末残高 1,030,547 705,400
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(5) 【継続企業の前提に関する注記】 

該当事項はありません。 
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(6) 【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

 

前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

１ 連結の範囲に関する
事項 

(1)連結子会社の数 １社 

連結子会社名 

有限会社薬王堂販売 

(2)非連結子会社の名称等 

該当事項はありません。 

同左 

２ 持分法の適用に関す
る事項 

非連結子会社及び関連会社はないた
め、該当事項はありません。 

同左 

３ 連結子会社の事業年
度等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日と連結
決算日は一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関す
る事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づ
く時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定しておりま
す。） 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方
法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 ②たな卸資産 

(イ)商品 

売価還元法による原価法（貸借対
照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切り下げの方法）によっ
ております。 

ただし、物流センター保管商品及
び調剤薬品については総平均法によ
る原価法（貸借対照表価額について
は収益性の低下に基づく簿価切り下
げの方法）によっております。 

②たな卸資産 

(イ)商品 

同左 

 (ロ)貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法によ
っております。 

(ロ)貯蔵品 

同左 
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前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

 (会計方針の変更) 

(1)棚卸資産の評価に関する会計基準の
適用 

通常の販売目的で保有するたな卸
資産については、従来、主として売
価還元法による原価法によっており
ましたが、当連結会計年度より「棚
卸資産の評価に関する会計基準」
（企業会計基準第９号 平成18年７
月５日）が適用されたことに伴い、
主として売価還元法による原価法
（貸借対照表価額については収益性
の低下に基づく簿価切り下げの方
法）により算定しております。この
変更に伴う損益に与える影響はあり
ません。 

 

────────── 

 (2)たな卸資産の評価基準及び評価方法
の変更 

従来、物流センター保管商品は、
売価還元法による原価法によってお
りましたが、当連結会計年度より原
価データを単品管理する体制が確立
したことに伴い、商品の評価と期間
損益計算の精度の向上を図るため、
総平均法による原価法（貸借対照表
価額については収益性の低下に基づ
く簿価切り下げの方法）に変更して
おります。これによる損益への影響
は軽微であります。 

────────── 
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前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に
取得した建物(建物附属設備を除く)
については定額法によっておりま
す。 

なお、主な耐用年数は次のとおり
であります。 

建物及び構築物   ３年～34年 

工具、器具及び備品 ３年～８年 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の
方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に
取得した建物(建物附属設備を除く)
については定額法によっておりま
す。 

なお、主な耐用年数は次のとおり
であります。 

建物及び構築物   ３年～34年 

機械及び装置    17年 

工具、器具及び備品 ３年～８年 

 

 

 

 

 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における見込利用可
能期間（５年）に基づく定額法によ
っております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

  同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リー
ス取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法を採用してお
ります。 

なお、所有権移転外ファイナン
ス・リース取引のうち、リース取引
開始日が平成21年２月28日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。 

③リース資産 

同左 
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前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しており
ます。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 ②賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備え
るため、支給見込額のうち当連結会
計年度の負担額を計上しておりま
す。 

②賞与引当金 

同左 

 

 ────────── ③店舗閉鎖損失引当金 

店舗の閉店に伴い発生する損失に
備えるため、合理的に見込まれる閉
店関連損失見込額を計上しておりま
す。 

 ③ポイント引当金 

ポイントカード制度により発行さ
れる商品値引券の利用に備えるた
め、将来利用されると見込まれる額
を計上しております。 

④ポイント引当金 

同左 

 

 

 ④退職給付引当金 

従業員に対する退職給付の支給に
備えるため、当連結会計年度末にお
ける退職給付債務の見込額に基づ
き、当連結会計年度末において発生
していると認められる額を計上して
おります。 

数理計算上の差異は、各連結会計
年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度か
ら費用処理することとしておりま
す。 

⑤退職給付引当金 

同左 

 

 (4) その他連結財務諸表作成のための重
要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(4) その他連結財務諸表作成のための重
要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及
び負債の評価に関す
る事項 

連結子会社の資産及び負債の評価に
ついては、全面時価評価法を採用して
おります。 

同左 

６ のれん及び負ののれ
んの償却に関する事
項 

該当事項はありません。 同左 

７ 連結キャッシュ・フ
ロー計算書における
資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金（現金及び現金同等物）は、
手許現金、随時引き出し可能な預金及
び容易に換金可能であり、かつ、価値
の変動について僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内に償還期限
の到来する短期投資からなっておりま
す。 

同左 
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(7) 【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】 

前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

（リース取引に関する会計基準等） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について
は、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっておりましたが、当連結会計年度よ
り、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基
準第13号（平成５年６月17日(企業会計審議会第一
部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取
引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士
協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改
正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の
うち、リース取引開始日がリース取引に関する会計
基準の改正適用初年度開始前のものについては、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。 

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に
係るリース資産の減価償却の方法については、リー
ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。 

これに伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前
当期純利益に与える影響は軽微であります。 

────────── 
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【表示方法の変更】 

前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

（連結貸借対照表） 

財務諸表等規則の一部を改正する内閣府令（平成
20年８月７日 内閣府令第50号）が適用となること
に伴い、前連結会計年度において、「たな卸資産」
として掲記されていたものは、当連結会計年度から
「商品」「貯蔵品」に区分掲記しております。な
お、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる
「商品」「貯蔵品」はそれぞれ6,129,144千円、
7,182千円であります。 

────────── 

(連結損益計算書) 

前連結会計年度において、「情報処理手数料収
入」「自動販売機設置手数料」として掲記されてい
たものは、EDINETへのXBRL導入を機に連結財務諸表
の比較可能性を向上するために、当連結会計年度よ
り「受取事務手数料」「受取手数料」にそれぞれ表
示方法を変更しております。 

────────── 
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(8) 【連結財務諸表に関する注記事項】 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（平成23年２月28日） 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。 

（1）担保提供資産 

建物及び構築物 93,338千円

土地 392,998千円

合計 486,337千円

  

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。 

（1）担保提供資産 

建物及び構築物 87,909千円

土地 387,784千円

合計 475,694千円

  

（2）上記に対応する債務 

1年内返済予定の 
長期借入金 

128,170千円

長期借入金 621,830千円

合計 750,000千円

  

（2）上記に対応する債務 

1年内返済予定の 
長期借入金 

139,920千円

長期借入金 481,910千円

合計 621,830千円
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(連結損益計算書関係) 

前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

給料 2,879,362千円

賃借料 2,169,834千円

水道光熱費 589,283千円

減価償却費 557,803千円

賞与引当金繰入額 241,977千円

ポイント引当金繰入額 14,595千円

退職給付費用 39,268千円
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び

金額は次のとおりであります。 

給料 3,071,459千円

賃借料 2,154,266千円

水道光熱費 649,926千円

減価償却費 612,027千円

賞与引当金繰入額 259,783千円

ポイント引当金繰入額 17,716千円

退職給付費用 43,260千円
 

※２     ────────── 
 
 
 

※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

土地 4,002千円
 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 2,134千円

工具、器具及び備品 72千円

合計 2,207千円
 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 758千円

 
 

※４ 減損損失 

当社及び連結子会社は、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 
金額 

(千円) 

販売設備 
建 物 及 び

構築物等 

秋田県能代

市他２件 
81,025

当社及び連結子会社はキャッシュ・フローを生み出

す最小単位として主として店舗を基本単位としグルー

ピングしております。 

減損損失を計上した店舗については、営業活動から

生ずる継続した損失の計上により、割引前将来キャッ

シュ・フロー総額が帳簿価額に満たないため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

として特別損失に計上しております。 

 

減損損失の内訳は以下のとおりです。 

固定資産の種類 金額(千円) 

建物及び構築物 41,427

工具、器具及び備品 800

リース資産 33,119

その他 5,678

合計 81,025

なお、回収可能価額は売却や他への転用が困難であ

るため、正味売却価額を零としております。 

 

※４ 減損損失 

当社及び連結子会社は、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

用途 種類 場所 
金額 

(千円) 

販売設備 
建 物 及 び

構築物等 

岩手県北上市

他３件 
42,294

当社及び連結子会社はキャッシュ・フローを生み出

す最小単位として主として店舗を基本単位としグルー

ピングしております。 

減損損失を計上した店舗については、営業活動から

生ずる継続した損失の計上により、割引前将来キャッ

シュ・フロー総額が帳簿価額に満たないこと並びに収

益性が悪化したため閉店することを決定したことによ

り、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上しております。 

減損損失の内訳は以下のとおりです。 

固定資産の種類 金額(千円) 

建物及び構築物 25,774 

工具、器具及び備品 904 

リース資産 12,463 

その他 3,152 

合計 42,294 

なお、回収可能価額は売却や他への転用が困難であ

るため、正味売却価額を零としております。 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

発行済株式  

 普通株式 30,012 － － 30,012

 合計 30,012 － － 30,012

自己株式  

 普通株式 1,478 － － 1,478

 合計 1,478 － － 1,478

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年５月27日 
定時株主総会 

普通株式 94,162 3,300 平成21年２月28日 平成21年５月28日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成22年５月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 94,162 3,300 平成22年２月28日 平成22年５月27日
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当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度 

増加株式数(株) 

当連結会計年度 

減少株式数(株) 

当連結会計年度末 

株式数(株) 

発行済株式  

 普通株式 30,012 － － 30,012

 合計 30,012 － － 30,012

自己株式  

 普通株式 1,478 － － 1,478

 合計 1,478 － － 1,478

 

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年５月26日 
定時株主総会 

普通株式 94,162 3,300 平成22年２月28日 平成22年５月27日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円） 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成23年５月31日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 94,162 3,300 平成23年２月28日 平成23年５月31日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係（平成22年２月28

日） 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係（平成23年２月28

日） 

現金及び預金勘定 1,032,047千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金
等 

△1,500千円

現金及び現金同等物 1,030,547千円
 

現金及び預金勘定 706,900千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金
等 

△1,500千円

現金及び現金同等物 705,400千円
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(セグメント情報) 

１ 事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社グループは、医薬品、化粧品、食料品及び

日用雑貨等生活関連商品を扱う小売業を専ら営んでおり、単一セグメントであるため、事業の種

類別セグメントは記載しておりません。 

 

２ 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及

び在外支店がないため、該当事項ありません。 

 

３ 海外売上高 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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(リース取引関係) 

前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

１ 所有権移転外ファイナンス・リース取引 
(1)リース資産の内容 
(イ）有形固定資産  

ドラッグストア事業における販売設備（工具、
器具及び備品）であります。 
(ロ) 無形固定資産 

ソフトウエアであります。 
(2)リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
「4.会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであり
ます。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうちリース取引開始日が平成21年２月28日以前
のリース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっており、その内容
は次のとおりであります。 
 

１ 所有権移転外ファイナンス・リース取引 
(1)リース資産の内容 
(イ）有形固定資産  

 同左 
 

(ロ) 無形固定資産 
 同左 

(2)リース資産の減価償却の方法 
同左 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

項目 
取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

減損損失

累計額 

相当額 

期末残高

相当額

 千円 千円 千円 千円

建物及び構築物 677,346 351,227 8,893 317,225

工具、器具及び

備品 
1,533,239 971,075 24,225 537,937

無形固定資産 

(ソフトウエア) 
148,022 96,242 － 51,780

合計 2,358,608 1,418,545 33,119 906,943

  

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

項目 
取得価額

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

減損損失 

累計額 

相当額 

期末残高

相当額

千円 千円 千円 千円

建物及び構築物 583,236 332,614 10,414 240,206

工具、器具及び

備品 
984,524 672,910 35,167 276,445

無形固定資産 

(ソフトウエア)
96,138 69,010 － 27,127

合計 1,663,898 1,074,536 45,582 543,779

  
②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損
勘定期末残高 
未経過リース料期末残高相当額 

1年内 370,539千円

1年超 613,091千円

合計 983,631千円

リース資産減損勘定の期末残高   33,119千円 

②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損
勘定期末残高 
未経過リース料期末残高相当額 

1年内 256,796千円

1年超 351,722千円

合計 608,518千円

リース資産減損勘定の期末残高   30,347千円 
 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価
償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 475,229千円

リース資産減損勘定の取崩額 － 

減価償却費相当額 455,942千円

支払利息相当額 18,801千円

減損損失 33,119千円

  

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価
償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 377,362千円

リース資産減損勘定の取崩額 15,235千円

減価償却費相当額 360,486千円

支払利息相当額 14,326千円

減損損失 12,463千円
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前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

④減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 
同左 

⑤利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ
いては、利息法によっております。 

⑤利息相当額の算定方法 
同左 

２ オペレーティング・リース取引 
オペレーティング･リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料 

1年内 790,389千円

1年超 2,551,323千円

合計 3,341,712千円

(追加情報) 
当連結会計年度から「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号(平成19年３月30日改正)）
及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第16号(平成19年３月30日改正)）
が適用となったことに伴い、リース取引開始日が同会
計基準適用初年度開始前の不動産に係るリース取引に
ついても見直しを行い、新たに解約不能と判定された
ものについては上記金額に含めて記載しております。

２ オペレーティング・リース取引 
オペレーティング･リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料 

1年内 820,779千円

1年超 2,762,873千円

合計 3,583,652千円

 
────────── 
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(関連当事者情報) 

前連結会計年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

(追加情報) 

当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10

月17日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平

成18年10月17日）を適用しております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

１ 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地

資本金 

(千円) 

事業の内容

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円)

役員 西 郷 辰 弘 － － 
当社代表
取締役社長

(被所有) 
直接41.2 

信用供与
店舗賃借に伴う
被保証 
(注１、２) 

23,001 － － 

(注) １ 店舗賃借に伴う被保証については、保証料の支払を行っておりません。 

２ 店舗賃借に伴う被保証の「取引金額」には、保証対象店舗に係る年間賃借料を記載しております。 

３ 上記取引金額には、消費税等を含んでおりません。 

 

当連結会計年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

１ 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地

資本金 

(千円) 

事業の内容

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円)

役員 西 郷 辰 弘 － － 
当社代表
取締役社長

(被所有) 
直接41.2 

信用供与
店舗賃借に伴う
被保証 
(注１、２) 

22,331 － － 

(注) １ 店舗賃借に伴う被保証については、保証料の支払を行っておりません。 

２ 店舗賃借に伴う被保証の「取引金額」には、保証対象店舗に係る年間賃借料を記載しております。 

３ 上記取引金額には、消費税等を含んでおりません。 
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(税効果会計関係) 

前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

繰延税金資産 

 未払事業税 19,841千円

 賞与引当金 97,758千円

 退職給付引当金 26,578千円

 未払役員退職金 73,299千円

 有形固定資産 183,122千円

 減損損失 32,734千円

 その他 22,614千円

繰延税金資産合計 455,949千円

繰延税金資産の純額 455,949千円

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別の内訳 

繰延税金資産 

 未払事業税 23,580千円

 賞与引当金 104,952千円

 退職給付引当金 30,734千円

 未払役員退職金 73,299千円

 有形固定資産 220,284千円

 減損損失 41,242千円

 その他 32,318千円

 繰延税金資産小計 526,411千円

 評価性引当額 △7,652千円

繰延税金資産合計 518,759千円

繰延税金資産の純額 518,759千円

  
繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項
目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 133,476千円

固定資産－繰延税金資産 322,473千円

  

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項
目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 159,559千円

固定資産－繰延税金資産 359,199千円

  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

 （調整） 

 留保金課税 2.3％

 住民税均等割等 2.1％

 その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.7％

  

法定実効税率 40.4％

 （調整） 

 留保金課税 2.7％

 住民税均等割等 1.4％

 評価性引当額の増加 0.7％

 その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.7％
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（金融商品関係） 

当連結会計年度（自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金調達については設備投資計画に従って、銀行等金融機関からの借入れによ

り資金を調達しております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

敷金及び保証金は、取引先の信用リスクに晒されております。 

投資有価証券はすべて株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていますが、四半期ごとに時

価の把握を行っております。 

借入金は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）に係る資金調達であり、変動金利

による長期借入れは行っておりません。なお、これらの債務は支払期日に支払いを実行できなくな

るリスク、すなわち流動性リスクに晒されますが、各月ごとに資金計画を適宜見直すことにより、

そのリスクを回避しております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

敷金及び保証金について、管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手

ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。 

②市場リスク（金利や市場価格等の変動リスク）の管理 

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを回避するため、長期借入金については固定金利で

の調達を行っております。 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、

市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

③資金調達に係る金利リスク及び流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の

管理 

資金調達時には、金利の変動動向の確認又は他の金融機関との金利比較を行っております。ま

た、各部署からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動

性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成23年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。 

 
連結貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1) 現金及び預金 706,900 706,900 －

(2) 投資有価証券 

   その他有価証券 7,917 7,917 －

(3) 敷金及び保証金 2,817,022 2,670,315 △146,706

資産計 3,531,840 3,385,134 △146,706

(1) 買掛金 4,594,585 4,594,585 －

(2) 短期借入金 1,000,000 1,000,000 －

(3) 長期借入金(※１) 4,050,514 4,054,440 △3,926

負債計 9,645,099 9,649,026 △3,926

(※１) １年内に返済予定の長期借入金を含んでおります。 

 

(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

(資産) 

(1) 現金及び預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

(2) 投資有価証券 

投資有価証券のうち、市場性のある株式については取引所の価格によっております。一部の

投資有価証券は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

(3) 敷金及び保証金 

将来キャッシュ・フローを国債の利回りで割り引いた現在価値によっております。 

(負債) 

(1) 買掛金、(2) 短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。 

(3) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いて算定する方法によっております。 

（追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）

及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10

日）を適用しております。 
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(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成22年２月28日) 

 種類 
取得原価 

（千円） 

連結貸借対照表計上額 

（千円） 

差額 

（千円） 

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

株式 3,900 5,030 1,130

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

株式 4,896 3,205 △1,691

合計 8,796 8,235 △561

(注) その他有価証券で時価のあるものについて、下落率が30～50％の株式については、当該金額の重要性、回

復可能性等を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行うものとしております。また、２期連続

で下落率が30～50％の株式については、回復可能性はないものと判断し、減損処理を行うものとしておりま

す。なお、当連結会計年度において、減損処理を行った有価証券はありません。 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券(平成22年２月28日） 

金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

当連結会計年度 

 その他有価証券で時価のあるもの(平成23年２月28日) 

 種類 
連結貸借対照表計上額

（千円） 

取得原価 

（千円） 

差額 

（千円） 

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

株式 － － －

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

株式 7,417 8,796 △1,378

合計  7,417 8,796 △1,378

(注) 当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損842千円を計上しております。 

なお、下落率が30～50％の株式については、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して、必要と認めら

れた額について減損処理を行うものとしております。また、２期連続で下落率が30～50％の株式については、

回復可能性はないものと判断し、減損処理を行うものとしております。 

 

 

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日）及び当連結会計年度（自 平成22

年３月１日 至 平成23年２月28日） 

当社グループは、いずれの連結会計年度においてもデリバティブ取引を利用していないため、該当

事項はありません。 
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(退職給付関係) 

前連結会計年度 

（自 平成21年３月１日  
  至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日  

  至 平成23年２月28日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社グループは確定給付型の制度として退職一時
金制度と確定拠出年金制度を併用しております。な
お、平成18年10月１日に退職一時金制度の一部につ
いて確定拠出年金制度へ移行しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務及びその内訳（平成22年２月28日） 

① 退職給付債務 69,281千円

(内訳) 

② 未認識数理計算上の差異 △3,492千円

③ 退職給付引当金 65,789千円
 

２ 退職給付債務及びその内訳（平成23年２月28日） 

① 退職給付債務 87,551千円

(内訳) 

② 未認識数理計算上の差異 △11,476千円

③ 退職給付引当金 76,074千円
 

３ 退職給付費用の内訳（自平成21年３月１日 至平

成22年２月28日） 

① 勤務費用 38,033千円

② 利息費用 885千円

③ 数理計算上の差異の費用処理額 349千円

④ 退職給付費用 39,268千円

(注) 確定拠出年金制度への掛金支払額29,392千円は
勤務費用に含めております。 

３ 退職給付費用の内訳（自平成22年３月１日 至平

成23年２月28日） 

① 勤務費用 41,488千円

② 利息費用 1,039千円

③ 数理計算上の差異の費用処理額 732千円

④ 退職給付費用 43,260千円

(注) 確定拠出年金制度への掛金支払額32,100千円は
勤務費用に含めております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 1.5％

③ 数理計算上の差異の処理年数 5年

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 1.5％

③ 数理計算上の差異の処理年数 5年
 

  
 

 

(ストック・オプション等関係) 

前連結会計年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日）及び当連結会計年度（自 平成22

年３月１日 至 平成23年２月28日） 

該当事項はありません。 

 

 

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

 

 

(賃貸等不動産関係) 

当連結会計年度（自  平成22年３月１日  至  平成23年２月28日） 

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

（追加情報） 

当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平

成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第23号 平成20年11月28日）を適用しております。 
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(１株当たり情報) 

前連結会計年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

１株当たり純資産額 208,567円08銭

１株当たり当期純利益金額 13,692円56銭

１株当たり純資産額 225,502円19銭 

１株当たり当期純利益金額 20,234円59銭 

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

(注)１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度末 

（平成22年２月28日） 

当連結会計年度末 

（平成23年２月28日）

純資産の部の合計額（千円） 5,951,253 6,434,479

純資産の部の合計額から控除する額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 5,951,253 6,434,479

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数（株） 28,534 28,534

(注)２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 

前連結会計年度 

（自 平成21年３月１日 

  至 平成22年２月28日）

当連結会計年度 

（自 平成22年３月１日 

  至 平成23年２月28日）

１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益（千円） 390,703 577,373

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る当期純利益（千円） 390,703 577,373

 普通株式の期中平均株式数（株） 28,534 28,534

 

 

(重要な後発事象) 

前連結会計年度 

（自 平成21年３月１日  
  至 平成22年２月28日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年３月１日  

  至 平成23年２月28日） 

────────── （災害による重大な損害の発生） 

平成23年３月11日に発生した東日本大震災によ
り、当社グループの店舗の一部が損壊するなどの被
害を受けました。被害を受けた店舗の主な資産は、
建物及び構築物、工具器具及び備品等の有形固定資
産並びに商品等のたな卸資産です。当地震による被
害が翌連結会計年度の財政状態及び経営成績に及ぼ
す影響については、現在算定中であります。 
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5. 仕入及び販売状況 

(1) 仕入実績 

当連結会計年度における部門別仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

当連結会計年度 
部門別 

金額(千円) 構成比(％) 
前年同期比(％) 

ヘルスケア 8,906,762 27.2 ＋5.6

ビューティケア 6,406,332 19.6 ＋10.5

ホームケア 4,052,225 12.4 ＋15.2

コンビニエンスケア 13,350,137 40.8 ＋13.2

合計 32,715,457 100.0 ＋10.7

(2) 販売実績 

①部門別販売実績 

当連結会計年度における部門別販売実績を示すと、次のとおりであります。 

当連結会計年度 
部門別 

金額(千円) 構成比(％) 
前年同期比(％) 

ヘルスケア 12,479,909 29.6 ＋2.1

ビューティケア 8,694,912 20.6 ＋7.5

ホームケア 4,979,022 11.8 ＋10.5

コンビニエンスケア 16,005,552 38.0 ＋11.1

合計 42,159,396 100.0 ＋7.5

②地域別販売実績 

当連結会計年度における地域別販売実績を示すと、次のとおりであります。 

当連結会計年度 
地域別 

金額(千円) 構成比(％) 
前年同期比(％) 

青森県 5,378,397 12.8 ＋7.7

秋田県 4,717,483 11.1 ＋9.5

岩手県 22,892,907 54.2 ＋5.3

宮城県 8,837,640 21.0 ＋10.2

山形県 332,967 0.9 ＋98.7

合計 42,159,396 100.0 ＋7.5

③単位当たりの売上高 

当連結会計年度における単位当たり売上高を示すと、次のとおりであります。 

単位別 当連結会計年度 前年同期比(％) 

売上高(千円) 42,159,396 ＋7.5

売場面積(平均)      (㎡) 131,008.79 ＋5.7
１㎡当たり売上高 

１㎡当たり期間売上高   (円) 321,805 ＋1.7

従業員(平均)       (人) 1,442 ＋6.0
１人当たり売上高 

１人当たり期間売上高   (千円) 29,236 ＋1.4
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6.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,026,013 631,053

売掛金 97,226 112,465

商品 5,832,178 6,546,047

貯蔵品 6,695 7,279

前払費用 147,700 155,317

繰延税金資産 132,400 158,387

未収入金 285,542 323,859

その他 2,410 15,109

貸倒引当金 △150 △150

流動資産合計 7,530,018 7,949,369

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１  6,423,222 ※１  6,704,567

減価償却累計額 △2,103,887 △2,448,365

建物（純額） 4,319,334 4,256,202

構築物 1,578,649 1,641,795

減価償却累計額 △864,203 △988,932

構築物（純額） 714,446 652,863

機械及び装置 － 7,982

減価償却累計額 － △894

機械及び装置（純額） － 7,087

工具、器具及び備品 182,281 423,014

減価償却累計額 △136,735 △208,576

工具、器具及び備品（純額） 45,545 214,437

土地 ※１  725,894 ※１  720,680

リース資産 105,286 178,485

減価償却累計額 △8,768 △33,687

リース資産（純額） 96,517 144,797

建設仮勘定 556 －

有形固定資産合計 5,902,294 5,996,069

無形固定資産   

商標権 222 189

ソフトウエア 50,018 81,372

リース資産 3,830 2,892

施設利用権 2,205 1,992

電話加入権 12,882 12,737

その他 450 －

無形固定資産合計 69,611 99,184

投資その他の資産   

投資有価証券 8,735 7,917

関係会社株式 3,000 3,000

長期前払費用 345,772 363,236

繰延税金資産 322,473 359,199

敷金及び保証金 2,737,288 2,817,022

保険積立金 158,279 178,421

その他 35,897 60

貸倒引当金 △35,837 －

投資その他の資産合計 3,575,608 3,728,856

固定資産合計 9,547,514 9,824,110

資産合計 17,077,533 17,773,480
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年２月28日) 

当事業年度 
(平成23年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,344,179 4,594,585

短期借入金 650,000 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１  1,610,320 ※１  1,666,380

リース債務 20,600 34,796

未払金 657,644 676,491

未払費用 380 271

未払法人税等 248,000 308,000

賞与引当金 241,977 259,783

店舗閉鎖損失引当金 － 10,000

ポイント引当金 14,595 17,716

預り金 43,942 48,658

その他 134,933 24,980

流動負債合計 7,966,574 8,641,664

固定負債   

長期借入金 ※１  2,848,780 ※１  2,384,134

リース債務 86,077 122,493

退職給付引当金 65,789 76,074

役員に対する長期未払金 ※２  181,435 ※２  181,435

その他 72,614 50,784

固定負債合計 3,254,696 2,814,922

負債合計 11,221,271 11,456,586

純資産の部   

株主資本   

資本金 799,300 799,300

資本剰余金   

資本準備金 840,728 840,728

資本剰余金合計 840,728 840,728

利益剰余金   

利益準備金 14,808 14,808

その他利益剰余金   

別途積立金 2,585,000 2,585,000

繰越利益剰余金 1,695,447 2,156,064

利益剰余金合計 4,295,255 4,755,872

自己株式 △78,687 △78,687

株主資本合計 5,856,596 6,317,213

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △334 △319

評価・換算差額等合計 △334 △319

純資産合計 5,856,262 6,316,893

負債純資産合計 17,077,533 17,773,480
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(2)【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

売上高 39,229,020 42,159,396

売上原価   

商品期首たな卸高 6,129,144 5,832,178

当期商品仕入高 29,545,727 32,715,457

合計 35,674,871 38,547,636

商品期末たな卸高 5,832,178 6,546,047

売上原価合計 29,842,692 32,001,589

売上総利益 9,386,327 10,157,807

販売費及び一般管理費   

販売手数料 2,070,056 2,233,400

広告宣伝費 187,671 222,345

販売促進費 330,080 379,556

役員報酬 130,044 135,894

給料 2,574,521 2,743,427

賞与 288,018 316,139

賞与引当金繰入額 241,977 259,783

退職給付費用 39,268 43,260

ポイント引当金繰入額 14,595 17,716

水道光熱費 589,283 649,926

賃借料 1,012,212 887,199

減価償却費 115,533 158,091

法定福利費 285,242 328,567

支払手数料 202,957 130,011

その他 623,843 717,792

販売費及び一般管理費合計 8,705,306 9,223,111

営業利益 681,021 934,695

営業外収益   

受取利息 31,119 32,991

受取配当金 164 164

受取事務手数料 55,169 59,475

不動産賃貸料 1,726,699 1,865,255

その他 62,174 75,351

営業外収益合計 1,875,326 2,033,239

営業外費用   

支払利息 76,525 66,206

不動産賃貸原価 ※１  1,690,942 ※１  1,810,015

貸倒引当金繰入額 35,837 －

その他 2,262 2,394

営業外費用合計 1,805,567 1,878,617

経常利益 750,780 1,089,317
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

特別損失   

固定資産売却損 － ※２  4,002

固定資産除却損 ※３  2,207 ※３  758

減損損失 ※４  81,025 ※４  42,294

賃貸借契約解約損 － 10,000

投資有価証券評価損 － 842

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 10,000

特別損失合計 83,232 67,898

税引前当期純利益 667,548 1,021,419

法人税、住民税及び事業税 383,764 529,363

法人税等調整額 △85,623 △62,722

法人税等合計 298,140 466,640

当期純利益 369,407 554,778
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 799,300 799,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 799,300 799,300

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 840,728 840,728

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 840,728 840,728

資本剰余金合計   

前期末残高 840,728 840,728

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 840,728 840,728

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 14,808 14,808

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 14,808 14,808

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 2,585,000 2,585,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,585,000 2,585,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,420,202 1,695,447

当期変動額   

剰余金の配当 △94,162 △94,162

当期純利益 369,407 554,778

当期変動額合計 275,244 460,616

当期末残高 1,695,447 2,156,064

利益剰余金合計   

前期末残高 4,020,010 4,295,255

当期変動額   

剰余金の配当 △94,162 △94,162

当期純利益 369,407 554,778

当期変動額合計 275,244 460,616

当期末残高 4,295,255 4,755,872
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 
(自 平成22年３月１日 
 至 平成23年２月28日) 

自己株式   

前期末残高 △78,687 △78,687

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △78,687 △78,687

株主資本合計   

前期末残高 5,581,351 5,856,596

当期変動額   

剰余金の配当 △94,162 △94,162

当期純利益 369,407 554,778

当期変動額合計 275,244 460,616

当期末残高 5,856,596 6,317,213

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 121 △334

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △455 14

当期変動額合計 △455 14

当期末残高 △334 △319

評価・換算差額等合計   

前期末残高 121 △334

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △455 14

当期変動額合計 △455 14

当期末残高 △334 △319

純資産合計   

前期末残高 5,581,473 5,856,262

当期変動額   

剰余金の配当 △94,162 △94,162

当期純利益 369,407 554,778

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △455 14

当期変動額合計 274,789 460,631

当期末残高 5,856,262 6,316,893
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(4) 【継続企業の前提に関する注記】 

該当事項はありません。 
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(5) 【重要な会計方針】 

 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの  

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1)子会社株式 

同左 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 
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前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)商品 

売価還元法による原価法（貸

借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切り下げの

方法）によっております。 

ただし、物流センター保管商

品及び調剤薬品については総平

均法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法）に

よっております。 

(2)貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法

によっております。 

(1)商品 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)貯蔵品 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(会計方針の変更) 

(1)棚卸資産の評価に関する会計基

準の適用 

通常の販売目的で保有するた

な卸資産については、従来、主

として売価還元法による原価法

によっておりましたが、当事業

年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準

第９号 平成18年７月５日）が

適用されたことに伴い、主とし

て売価還元法による原価法（貸

借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切り下げの

方法）により算定しておりま

す。この変更に伴う損益に与え

る影響はありません。 

 

────────── 

 

 

 

(2)たな卸資産の評価基準及び評価

方法の変更 

従来、物流センター保管商品

は、売価還元法による原価法に

よっておりましたが、当事業年

度より原価データを単品管理す

る体制が確立したことに伴い、

商品の評価と期間損益計算の精

度の向上を図るため、総平均法

による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づ

く簿価切り下げの方法）に変更

しております。これによる損益

への影響は軽微であります。 

────────── 
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前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)有形固定資産（リース資産を除

く） 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法に

よっております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物       ３年～34年

構築物      10年～20年

工具、器具及び備品３年～８年

(1)有形固定資産（リース資産を除

く） 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法に

よっております。 

なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物       ３年～34年

構築物      10年～20年

機械及び装置   17年 

工具、器具及び備品３年～８年

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産（リース資産を除

く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエア

については、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

(2)無形固定資産（リース資産を除

く） 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用

しております。 

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成21年２月28日以前

のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(3)リース資産 

同左 
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前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

４ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 

 (2)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備

えるため、支給見込額のうち当期

の負担額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

 ────────── (3)店舗閉鎖損失引当金 

店舗の閉店に伴い発生する損失

に備えるため、合理的に見込まれ

る閉店関連損失見込額を計上して

おります。 

 (3)ポイント引当金 

ポイントカード制度により発行

される商品値引券の利用に備える

ため、将来利用されると見込まれ

る額を計上しております。 

(4)ポイント引当金 

同左 

 (4)退職給付引当金 

従業員に対する退職給付の支給

に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。 

数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。 

(5)退職給付引当金 

同左 

５ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 
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(6) 【重要な会計方針の変更】 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

（リース取引に関する会計基準等） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっておりましたが、当事業年度より、

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第

13号（平成５年６月17日(企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協

会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））

を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日がリース取引に関する会計

基準の改正適用初年度開始前のものについては、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に

係るリース資産の減価償却の方法については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。 

これに伴う営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益に与える影響は軽微であります。 

────────── 
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【表示方法の変更】 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

(損益計算書) 

前事業年度において、「情報処理手数料収入」と

して掲記されていたものは、EDINETへのXBRL導入を

機に財務諸表の比較可能性を向上するため、当事業

年度より「受取事務手数料」に表示方法を変更して

おります。 

────────── 
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(7) 【個別財務諸表に関する注記事項】 

(貸借対照表関係) 

前事業年度 

(平成22年２月28日) 

当事業年度 

(平成23年２月28日) 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。 

(1)担保提供資産 

建物 93,338千円

土地 392,998千円

合計 486,337千円

  

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。 

(1)担保提供資産 

建物 87,909千円

土地 387,784千円

合計 475,694千円
 

(2)上記に対応する債務 

１年内返済予定の 
長期借入金 

128,170千円

長期借入金 621,830千円

合計 750,000千円
 

(2)上記に対応する債務 

１年内返済予定の 
長期借入金 

139,920千円

長期借入金 481,910千円

合計 621,830千円

  

※２ 役員退職慰労金の未払額であります。 ※２ 同左 

 

－ 53 －

㈱薬王堂　(3385)　平成23年２月期　決算短信



 

(損益計算書関係) 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

※１ 関係会社との取引は次のとおりであります。 

不動産賃貸料 1,724,626千円
 

※１ 関係会社との取引は次のとおりであります。 

不動産賃貸料 1,861,576千円 
 

※２     ────────── ※２ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

土地 4,002千円
 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

構築物 2,134千円

工具、器具及び備品 72千円

合計 2,207千円
 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 758千円
 

※４ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。 
 

用途 種類 場所 
金額 

(千円) 

販売設備 
建物及び 

構築物等 

秋田県能代市 

他２件 
81,025 

※４ 減損損失 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。 
 

用途 種類 場所 
金額 

(千円) 

販売設備 
建物及び 

構築物等 

岩手県北上市 

他３件 
42,294 

当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位として

主として店舗を基本単位としグルーピングしておりま

す。 

減損損失を計上した店舗については、営業活動から生

ずる継続した損失の計上により、割引前将来キャッシ

ュ・フロー総額が帳簿価額に満たないため、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。 

 

当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位として

主として店舗を基本単位としグルーピングしておりま

す。 

減損損失を計上した店舗については、営業活動か

ら生ずる継続した損失の計上により、割引前将来キ

ャッシュ・フロー総額が帳簿価額に満たないこと並

びに収益性が悪化したため閉店することを決定した

ことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上してお

ります。 

減損損失の内訳は以下のとおりです。 

固定資産の種類 金額（千円） 

建物 41,317 

構築物 109 

工具、器具及び備品 800 

リース資産 33,119 

その他 5,678 

合計 81,025 

なお、回収可能価額は売却や他への転用が困難である

ため、正味売却価額を零としております。 

 

減損損失の内訳は以下のとおりです。 

固定資産の種類 金額（千円） 

建物 24,691 

構築物 1,082 

工具、器具及び備品 904 

リース資産 12,463 

その他 3,152 

合計 42,294 

なお、回収可能価額は売却や他への転用が困難である

ため、正味売却価額を零としております。 
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(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

 普通株式 1,478 － － 1,478

 

当事業年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

 普通株式 1,478 － － 1,478

 

－ 55 －

㈱薬王堂　(3385)　平成23年２月期　決算短信



 

(リース取引関係) 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

１ 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1)リース資産の内容 

(イ）有形固定資産  

ドラッグストア事業における販売設備（工具、器

具及び備品）であります。 

(ロ) 無形固定資産 

ソフトウエアであります。 

(2)リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うちリース取引開始日が平成21年２月28日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっており、その内容は

次のとおりであります。 

１ 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1)リース資産の内容 

(イ）有形固定資産  

同左 

 

(ロ) 無形固定資産 

同左 

(2)リース資産の減価償却の方法 

同左 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

項目 
取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

減損損失

累計額 

相当額 

期末残高

相当額 

千円 千円 千円 千円

建物 642,460 334,330 8,893 299,237

構築物 34,885 16,897 － 17,988

工具、器具及

び備品 
1,533,239 971,075 24,225 537,937

ソフトウエア 148,022 96,242 － 51,780

合計 2,358,608 1,418,545 33,119 906,943
 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

項目 
取得価額

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

減損損失

累計額 

相当額 

期末残高

相当額

 千円 千円 千円 千円

建物 548,350 313,536 10,414 224,398

構築物 34,885 19,077 － 15,807

工具、器具及

び備品 
984,524 672,910 35,167 276,445

ソフトウエア 96,138 69,010 － 27,127

合計 1,663,898 1,074,536 45,582 543,779

  

②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 370,539千円

1年超 613,091千円

合計 983,631千円

リース資産減損勘定の期末残高 33,119千円 

 

②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額 

1年内 256,796千円

1年超 351,722千円

合計 608,518千円

リース資産減損勘定の期末残高  30,347千円 

 

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 475,229千円

リース資産減損勘定の取崩額 － 

減価償却費相当額 455,942千円

支払利息相当額 18,801千円

減損損失 33,119千円

  

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 377,362千円

リース資産減損勘定の取崩額 15,235千円

減価償却費相当額 360,486千円

支払利息相当額 14,326千円

減損損失 12,463千円
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前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 

④減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 

⑤利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

オペレーティング･リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

1年内 790,389千円

1年超 2,551,323千円

合計 3,341,712千円

（追加情報） 

当事業年度から「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第16号（平成19年３月30日改正））

が適用となったことに伴い、リース取引開始日が同会

計基準適用初年度開始前の不動産に係るリース取引に

ついても見直しを行い、新たに解約不能と判定された

ものについては上記金額に含めて記載しております。

２ オペレーティング・リース取引 

オペレーティング･リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

1年内 820,779千円 

1年超 2,762,873千円 

合計 3,583,652千円 

 

────────── 

    

 

 

(有価証券関係) 

前事業年度（平成22年２月28日） 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成23年２月28日） 

子会社株式（貸借対照表計上額 関係会社株式3,000千円）は、市場価格がなく、時価を把握するこ

とが困難と認められることから記載しておりません。 
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(税効果会計関係) 

前事業年度 

(平成22年２月28日) 

当事業年度 

(平成23年２月28日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産 

 未払事業税 18,765千円

 賞与引当金 97,758千円

 退職給付引当金 26,578千円

 未払役員退職金 73,299千円

 有形固定資産 183,122千円

 減損損失 32,734千円

 その他 22,614千円

 繰延税金資産合計 454,874千円

繰延税金資産の純額 454,874千円
  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産 

 未払事業税 22,820千円

 賞与引当金 104,952千円

 退職給付引当金 30,734千円

 未払役員退職金 73,299千円

 有形固定資産 220,284千円

 減損損失 41,242千円

 その他 31,905千円

 繰延税金資産小計 525,239千円

 評価性引当額 △7,652千円

 繰延税金資産合計 517,586千円

繰延税金資産の純額 517,586千円
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

（調整） 

留保金課税 2.4％

住民税均等割等 1.8％

その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.7％

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％

（調整） 

留保金課税 2.9％

住民税均等割等 1.1％

評価性引当額の増加 0.8％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.7％

  
   
 

 

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 
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(１株当たり情報) 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

至 平成23年２月28日) 

１株当たり純資産額 205,238円04銭 

１株当たり当期純利益金額 12,946円20銭 

１株当たり純資産額 221,381円29銭 

１株当たり当期純利益金額 19,442円72銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。 

(注)１.１株当たり純資産額算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 

 

前事業年度末 

(平成22年２月28日) 

当事業年度末 

(平成23年２月28日)

純資産の部の合計額（千円） 5,856,262 6,316,893

純資産の部の合計額から控除する額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 5,856,262 6,316,893

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数（株） 28,534 28,534

(注)２.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 

前事業年度 

(自 平成21年３月１日 

 至 平成22年２月28日) 

当事業年度 

(自 平成22年３月１日 

 至 平成23年２月28日) 

１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益（千円） 369,407 554,778

 普通株主に帰属しない金額（千円） － －

 普通株式に係る当期純利益（千円） 369,407 554,778

 普通株式の期中平均株式数（株） 28,534 28,534

 
 

（重要な後発事象） 

前事業年度 

（自 平成21年３月１日  
  至 平成22年２月28日） 

当事業年度 

（自 平成22年３月１日  
  至 平成23年２月28日） 

────────── （災害による重大な損害の発生） 

平成23年３月11日に発生した東日本大震災によ
り、当社の店舗の一部が損壊するなどの被害を受け
ました。被害を受けた店舗の主な資産は、建物及び
構築物、工具器具及び備品等の有形固定資産並びに
商品等のたな卸資産です。当地震による被害が翌事
業年度の財政状態及び経営成績に及ぼす影響につい
ては、現在算定中であります。 
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7. その他 

(1) 役員の異動 

該当事項はありません。 

(2) その他 

該当事項はありません。 
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